
お知らせ

平成29年1月1日より

１. ６５歳以上の方も雇用保険の適用対象となります（雇用された時期で扱いが違います）
　①平成２９年１月１日以降に、新たに６５歳以上の労働者を雇用した場合
　②平成２８年１２月末までに、６５歳以上の労働者を雇用し、平成２９年１月１日以降も継続して雇用
　　している場合
※上記①②のいずれかに該当し、雇用保険の適用要件（１週間の所定労働時間が２０時間以上であり、
３１日以上の雇用見込みがあること）を満たす場合には、管轄ハローワークに「雇用保険被保険者資格
取得届」を提出してください。特に②の場合は提出期限の特例がありますので、平成２９年３月３１日
までに提出してください。
２. ６５歳以上の被保険者も教育訓練給付金や介護休業給付金等の支給対象となります。
３. 育児休業・介護休業給付金の要件を見直します
　①育児休業給付金の対象となる子どもの範囲拡大
　②介護休業給付金の対象家族の拡大
　③介護休業の取得回数の緩和
　④有期契約労働者の育児休業・介護休業給付支給要件の緩和
※詳しくはハローワーク江差（☎５２－０１７８）までお問い合わせいただくか、
　厚生労働省ＨＰ（http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/0000136394.pdf）をご覧ください。
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　育児・介護休業法が平成２９年１月１日から改正施行され、より育児・介護と
仕事の両立がしやすくなります。
主な内容は次のとおりです。
①介護休業が３回を上限として分割取得可能（通算９３日）
②介護休暇・看護休暇が半日単位で取得可能

③介護のための所定労働時間の短縮措置（選択的措置義務）が
　介護休業とは別に、利用開始から３年の間で２回以上利用可能
④介護のための残業免除が新設
⑤有期契約労働者の育児休業・介護休業の取得要件の緩和
　（取得できる対象者が拡大）
⑥上司・同僚からのいわゆるマタハラ・パタハラなどを防止する
　措置を義務づけ　等
詳細な改正内容はホームページ
（http://hokkaido-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp）で
ご確認ください。

育児・介護休業法および
　　　　男女雇用機会均等法が改正

◆パタハラとは？（具体例）◆
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